
導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

    松阪市の総人口は、２００５（平成１７）年の１６８,９７３人をピークに減

少に転じており、２０２０（令和２）年の人口は１５９,１４５人で、減少傾向

は今後も続き、２０５０（令和３２）年には１１７,８３９人と、２０２０（令

和２）年と比べ７４.０％まで減少することが見込まれている。 

年齢３区分の人口構成比の推移を見ると、年少人口比率は１９６０（昭和３

５）年以降下がり続けており、２０２０（令和２）年時点では全体の１２.３ 

％まで減少している。反対に、老年人口比率は上がり続け、２０２０（令和２）

年時点では全体の３０.０％まで増加している。 

生産年齢人口は、２０２０（令和２）年には５６.７％、２０２５（令和７）

年に５６.２％、２０３０年（令和１２年）には、５５.０％まで減少し、２０

３０年の年齢３区分人口構成比は、年少人口１１.５％、生産年齢人口５５.

０％、老年人口３３.３％となる推計が出ている。 

松阪市の産業構造をＲＥＳＡＳで確認すると、卸売業，小売業２１.６％、宿

泊業，飲食サービス業１２.８％、建設業１０.３％、医療、福祉８.８％、生活

関連サービス業，娯楽業８.８％、サービス業（他に分類されないもの）８.４％、

製造業７.８％、不動産業，物品賃貸業７.２％、学術研究，専門・技術サービ

ス業４.１％と続いている。 

その中で製造業を詳しく見ると、食料品製造業１８.７％、木材・木製品製造

業（家具を除く）９.３％、金属製品製造業８.０％、生産用機械器具製造業８.

０％、窯業・土石製品製造業７.３％、輸送用機械器具製造業６.２％、プラス

チック製品製造業（別掲を除く）６.２％、電子製品・デバイス・電子回路製造

業４.５％、印刷・同関連業４.２％、電気機械器具製造業３.８％、はん用機械

器具製造業３.１％、鉄鋼業３.１％で、多様な業種が松阪市の経済、雇用を支

えている状況にある。 

このような中、物価高騰が様々な業種の経営に大きな影響を及ぼし、特に中

小企業・小規模事業者においてその影響が深刻となっている。松阪市内の中小

企業においても労働生産性は伸び悩み、大企業との差も拡大傾向にある中、中

小企業が所有する設備は老朽化が進み生産性向上への足かせとなっており、更

に、人手不足、後継者問題等の課題にも直面し、現状を放置すると産業基盤が

失われかねない状況になっている。 

このようなことから松阪市としては、先端設備等の導入の促進により、松阪

市内の中小企業の生産性を抜本的に向上させることで、人手不足に対応した事

業基盤を構築するとともに、後継者が引き継ぎたいと思えるような企業及び設

備更新による生産性の向上を行っていくことは、喫緊の課題である。 

 



（２）目標 

    松阪市では松阪市総合計画を作成しており、その中の商工業の振興に記載さ

れている１０年後のめざす姿「物価高騰等の影響を受けている市内中小企業・

小規模事業者に対し、リスク対策や業務の効率化などを進め、経営基盤の強化

を図り、地域経済の活性化をめざします。」を目標とする。 

また、松阪市内の中小企業者に対して先端設備等の導入計画を促すことによ

り、松阪市は県内で最も設備投資が活発な自治体のひとつとなり、三重県内で

更に経済発展していくことが期待される。これを実現するための目標として、

計画期間中に１００件程度の先端設備等導入計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

    松阪市では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進

基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設備等

導入計画が認定される事業者の労働生産性が年率３％以上向上することを目

標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

    松阪市の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業

種が松阪市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産

性向上を実現する必要がある。 

したがって、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画にお

いて対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める

先端設備等全てとする。 

但し、松阪市では、太陽光発電施設の設置に関して、周辺の景観から突出し

ないための景観形成基準として「太陽光発電施設の設置に関する景観形成ガイ

ドライン」を定め、景観の保全に努めているところであることから、売電を目

的にする太陽光発電設備等の再生可能エネルギー発電設備については対象と

しない。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

    松阪市の産業は、中心市街地、臨海エリア、山間部と広域に立地している。 

これらの地域で、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対

象区域は、松阪市内全域とする。 

（２）対象業種・事業 

    農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が松阪市の経済、

雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必

要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

更に、生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、



IT 導入による業務効率化等、多様である。したがって本計画においては、労

働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対

象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

    計画期間は国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～ 令和９年３月

３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

    ３年間、４年間、または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

① 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない

等、雇用の安定に配慮する。 

② また、公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められるもの

については、先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域

経済の発展に配慮する。 

③ 申請時に業務内容がわかるように会社の定款・直近の決算書及び正副の

申請書の提出を求め、認定時に認定書と副の申請書を同封して郵送する

等、認定の迅速化及び認定内容の明確化に配慮する。 

④ 事業者の負担にならないなどを配慮して、必要に応じて労働生産性年率

３％以上等の確認を取るために、事業報告や決算書等の提出を求めてい

く。 


